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　　②　在宅就業支援制度（障害者の雇用の促進等に関する法律第 74 条の２、第 74 条の３）
　（３）発注側が国・地方公共団体である場合の施策
　　①　随意契約による国の物品の購入等（会計法第 29 条の３第５項）














　平成 19 年に「工賃倍増５か年計画」がスタートして以来、が 4年が経過した。
　平成 21 年度工賃（賃金）月額の実績（厚生労働省調査）によると、計画の対象となる就労
継続支援Ｂ型事業所、入所・通所授産施設、小規模通所授産施設の平均工賃は１万 2695 円と
なっている。前年度（平成 20 年度）の平均は 1万 2587 円、平成 19 年度は 1万 2222 円であっ
た。厳しい経済情勢の中、その道のりは険しいものがある。
　全国社会就労センター協議会が行った「景気後退に伴う社会就労センターへの影響調査（平
成 21 年５月版）調査結果」によると、調査回答のあった全国 766 の就労移行支援型事業所、
就労継続支援型事業所（A、B）、授産施設などのうち、47.5％が売上高（加工高）が減ってい
ると回答している。官公庁と企業の別でみると、特に企業からの受託が減っているとする割
合が 63.1％にのぼっている。当然その影響は工賃（賃金）の状況に現れ、平成 21 年５月分と


































































































































　平成 22 年 8 月末時点で、在宅就業支援団体として 16 の法人が登録されている。
　特例調整金等の支給実績（支給件数、支給金額合計）は平成 19 年度 6 件 618 千円、平成















　ⅱ）対象となる発注先（予算及び決算会計令第 99 条第 16 号）
　随意契約が認められる発注先として規定されている「慈善のため設立した救済施設」とい
う文言については、明治 22 年に制定された会計法の規定ぶりに由来しているが、「「慈善の














































リハビリー（昭和 46 年 12 月）、社会福祉法人東京コロニー（昭和 57 年）が指定され、現在




































































































来、４年目にして未だ在宅就業支援団体の登録が 16 法人（平成 22 年 8 月時点）、支給実績











































































































































































子会社及び福祉工場の調査を通じて－」（総合政策研究（中央大学）2009 年 3 月 10 日））。











（注５） なお、納付金を納める企業の規模は従来は常用労働者数 301 人以上であったが、平成
22 年７月より段階的に引き下げられ、平成 27 年 4 月から常用労働者数 101 人以上とな
るよう法改正がなされている。特例調整金の支給対象企業の規模もこれに連動する（平








ことができるとしている（予算及び決算会計令第 99 条第 2号～第 7号）。このような小
額随契が、結果として障害者の就労に対する発注につながることはあり得る。地方公共
団体の場合にも同様の規定がある（地方自治法第 167 条の２第 1項第 1号、別表第５）。
（注８） 福田淳一編「会計法精解」（大蔵財務協会）P530、540
（注９） 当初は物品の購入のみであったが、その後の改正により、役務の提供を受ける場合も
追加された（平成 20 年 2 月施行）。




（注 12） 松本征二編「身体障害者福祉法解説」（昭和 26 年２月。中央社会福祉協議会）

























（注 19） 身体障害者、知的障害者及び精神障害者就業実態調査（平成 20 年１月 18 日厚生労
働省発表）によると、  平成 18 年７月１日現在で、身体障害者の就業者は 57 万８千人、




（注 21） 国等による障害者就労施設からの物品等の調達の推進等に関する法律案。平成 20 年
５月 27 日
　　　　第 169 国会に提出され（衆法第 20 号）、第 171 国会において審議未了、廃案となったが、
同じ名称で、ほぼ同内容の法律案が平成 21 年 11 月 26 日第 173 国会に再度提出され（衆
法第 12 号）、継続審査となっている（平成 22 年 8 月現在）。



















一次意見）」（平成 22 年 6 月 7 日　障がい者制度改革推進会議）。推進会議第一次意見を
受けた閣議決定（平成 22 年 6 月 29 日）も同旨。
（注 24） なお、例えば雇用保険の場合、31 日以上雇用見込みのある者、一週間の所定労働時
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